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富士フイルムグループのサステナビリティ
グループパーパス「地球上の笑顔の回数を増やしていく。」の実現のために
2024年9月
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FUJIFILM Holdings Corporation

1986年 7月 社長室 秘書課

1992年 5月 育児休職

1994年 5月 機器事業部（理化学機器の営業・マーケティング）

1998年 8月 育児休職

1999年 11月 広報部（社外広報・社内広報）

2007年 6月 富士フイルムホールディングス株式会社 コーポレートサポート部 広報グループ長

2014年 6月 同社 経営企画室 コーポレートコミュニケーション室長（広報・IR）

2017年 6月 同社 執行役員

2018年 6月 同社 執行役員 経営企画部 コーポレートコミュニケーション室長 兼 人事部長

2021年 6月 同社 執行役員 コーポレートコミュニケーション部長 兼 ESG推進部長（グローバル監査部 管掌）

2022年 6月 同社 取締役・執行役員
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吉澤 ちさと

経歴紹介
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１．富士フイルムグループの軌跡
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本業喪失の危機
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急速なデジタル化の進展

(指数)2000年総需要100とした場合の指数

2000年をピークに本業である写真フィルムの市場が急速に縮小

▍ カラーフィルムの世界総需要推移
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技術の棚卸による成長領域の見極め

当社技術と市場の分析から成長領域を見極め
ヘルスケアやエレクトロニクスなどに経営資源を集中投下

当社の技術は
活きるか?

競争力を
維持できるか?成長市場か? ✕ ✕

▍ 重点事業を定める3つのポイント

既存市場 新規・近接市場

新規技術

既存技術

▍ 四象限マップにおける当社技術の棚卸（2000年代当時実施）
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新たな成長基盤の構築

積極的なM&Aを活用しながら
事業の中身の入替を実施し将来にわたる成長基盤を構築

成長領域の
探索期

2000年代

写真フィルム市場の急激な縮小を
背景に技術の棚卸を実施

ヘルスケア

【2008】富山化学工業 買収（医薬品）
【2006】機能性スキンケア化粧品 発売

エレクトロニクス

【2004】Arch Chemicals
半導体関連化学品部門 買収

成長領域の
検証期

2010年代

当社が優位性を発揮できる分野を
見極めながら積極的にM&Aを実施

ヘルスケア

【2011】MSD Biologics/Diosynth 買収
（バイオCDMO）

【2012】Sonosite 買収（超音波）
【2015】Cellular Dynamics International

買収（iPS細胞）
【2017】和光純薬工業 買収（試薬等）
【2018】Irvine Scientific 買収（培地）
【2019】Biogen(Denmark) Manufacturing

買収（バイオCDMO）
富士フイルムファーマ 解散（医薬品）

新たな価値を創出
成長期

2020年代

事業の中身の入替を実施しながら
グループのシナジー発揮を最大化

ヘルスケア

【2021】富士フイルムヘルスケア 買収
（日立製作所の画像診断事業）
J-TEC 売却（再生医療）

【2022】放射性医薬品事業 売却
【2023】電子カルテ・レセプト事業 売却

エレクトロニクス

【2023】Entegris, Inc. 半導体用
プロセスケミカル事業 買収
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大幅な事業構造の変革の実現

ヘルスケアやエレクトロニクスなどの成長領域を拡大させ
大幅な事業構造の変革を実現

▍ 事業構成の変化

写真関連事業
54%

ビジネス
イノベーション
39.2%

イメージング
15.9%

エレクトロニクス
12.0%

ヘルスケア
32.9%

2023年度
売上高

2兆9,609億円

2000年度
売上高

1兆4,403億円
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現在の富士フイルムグループの事業ポートフォリオ

2023年度
売上高

2兆9,609億円

▍ヘルスケア 9,751億円 32.9%

 メディカルシステム 6,596億円 68％

 バイオCDMO 2,034億円 21％

 LSソリューション 1,121億円 11％

▍イメージング 4,697億円 15.9%

 ｺﾝｼｭｰﾏｰｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ 2,976億円 64％

 ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ 1,721億円 36％

▍ビジネスイノベーション 11,577億円 39.2%

 ビジネスソリューション 3,018億円 26％

 オフィスソリューション 5,243億円 45％

 グラフィックコミュニケーション 3,316億円 29％

* グラフィックコミュニケーション事業を「エレクトロニクス(旧マテリアルズ)」セグメントから「ビジネスイノベーション」セグメントに組み替えて表示しています

▍エレクトロニクス 3,584億円 12.0%

 半導体材料
 AF材料

（ディスプレイ材料・産業機材
・ファインケミカル）

1,997億円

1,587億円

56％

44％
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２．目指す姿とマテリアリティ
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富士フイルムグループの目指す姿

世の中に革新的な技術・製品・サービスを提供し
事業活動を通じた社会課題の解決によって持続可能な社会の実現を目指す
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マテリアリティ（重点課題）の特定

社会的な構造変化をもたらすメガトレンドから当社の事業・機会を分析し
4つの重点分野とマテリアリティ（重点課題）を特定

自然災害
感染症

エネルギー問題

社会的な
構造変化
(Megatrend)

地政学リスク
地域格差

高齢化の進行
労働人口の減少

健康意識の高まり
人権意識の高まり

多様性重視

DX進展による
新たな生活様式
サイバーリスク

▍ 地球規模でのメガトレンド ▍ 当社の重点分野とマテリアリティ

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
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重点分野における非財務KPI

重点分野における非財務KPIを設定の上、2030年度に向けて取り組みを加速

▍ 2030年度に向けた主な非財務KPIと進捗

GHG排出削減
製品ライフサイクル

（FY19比）※1環境
Environment

GHG排出削減
Scope1＋２
（FY19比）

水
総取水量（投入量）削減

（FY13比）

働きがいの創出
働く人の生産性向上と想像性発揮を支援する

働き方の提供（ビジネスソリューション事業）※2社会
Social

医療アクセスの向上
医療AI技術を活用した製品・サービス展開

（メディカルシステム事業）

3％ ▶ 15% ▶ 50%

FY21 FY23 FY30

6％ ▶ 5% ▶ 50%

FY21 FY23 FY30

83 ▶ 100 ▶ 196（か国）
FY21 FY23 FY30

2,930 ▶ 2,700 ▶ 5,000（万人）
FY21 FY23 FY30

※1 原材料の調達、製造、輸送、使用、廃棄を対象とする。GHGプロトコルに基づく、調達段階における対象範囲の拡大により、 FY23はFY21に対して減少
※2 FY22より算出ロジックを見直したため、FY23はFY21に対して減少

14％ ▶ 17% ▶ 30%

FY21 FY23 FY30
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医用画像情報システム（PACS）に蓄積された大量の画像データと
当社独自の画像処理技術およびAI技術を活用した様々なアプリケーションを開発

14

健康分野における当社の事業機会

高齢化の進展や医療従事者の不足を背景とした診断支援・業務効率化のニーズの高まり
当社独自の画像処理技術やAI技術をベースに世界トップ水準の医療ITを提供

X線画像診断
X線画像診断のデジタル化は
1983年に当社が世界で初めて製品化

超音波
POC*¹向け携帯型分野での高い開発力
携帯型の世界シェアでNo.1*²

CT & MRI

内視鏡
当社の画像処理技術を活用して
粘膜の微妙な色の違いを強調し診断を支援

IVD(体外診断)

メディカルシステム
2023年度売上高
6,596億円

医療IT
医療IT

材料他

*1 Point Of Care：患者の目前や在宅で検査を行い、治療方針の判断・処置を行うこと *２ 出典：Signify Research report 2022
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健診センター「NURA」の展開による社会課題の解決

ベンガルール
2021年2月 Open

グルグラム
2022年7月 Open

ウランバートル
2023年9月 Open
2024年8月 Open (New)

ムンバイ
2023年1月 Open

モンゴル国

ハイデラバード
2023年11月 Open

インド

✓

✓

✓

日本式の健診センター「NURA（ニューラ）」を新興国に展開し
がんや生活習慣病の早期発見に貢献

新興国ではがん検診などの健診
サービスが未定着
がんの早期発見・治療が未実現

▍ 新興国における医療アクセスの課題

健康分野のマテリアリティに対応
 医療サービスへのアクセス向上
 疾病の早期発見への貢献

100 拠点

「NURA」グローバル拠点数
▍ 2030年度目標

▍ NURA展開状況（24年8月現在）

✓

✓
✓

ベトナム

✓
ハノイ

2024年7月 Open (New)
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熱
（燃料）

川下
最終製品

偏光板保護フィルム 液晶パネル 液晶ディスプレイ

電力

川中
部材・部品

小売・
消費者

川上
素材・化成品
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環境分野における気候変動への取り組み

サプライチェーンの川上に位置する素材・化成品産業にとってCO2排出削減は
欠かせない取り組みであり、富士フイルムグループはその責任を果たしていく

▍ サプライチェーンにおけるエネルギー必要量

エレクトロニクスのAF材料は
サプライチェーンの川上に位置

製造工程で多くの燃料を必要とするため
CO2排出量が相対的に多い

▍ 2040年度CO2排出実質ゼロに向けたロードマップ
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新造機

再生型機

17

資源循環の促進 – ビジネスイノベーションでの取り組み

再生機はリユース部品の活用により、新造機と比較し新規資源を84％削減*1

調達・製造・輸送・廃棄プロセスでCO2排出量削減に貢献

*¹ ApeosPort-Ⅶ C3373 Rにおいて新造機ApeosPort-Ⅶ C3373を100％とした場合。設計上の最大値。
*² ApeosPort-Ⅶ C3373 Rにおいて新造機ApeosPort-Ⅶ C3373を100％とした場合。

製造・輸送やお客様の使用などを含む製品ライフサイクル全体のCO2排出量。

「ApeosPort-VII C R」
（2024年7月販売開始）

新造機

再生型機 53％削減

新造機の製造より新造機の製造と比較して重量比

▍ 再生機の新規資源の投入率 ▍ ライフサイクルにおけるCO2排出量*2削減効果

最大84%削減*1
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３．無形資産の活用による経営戦略の実行
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事業構造の変革を可能とする人材戦略

変化を成長のチャンスと捉えて挑戦し、自ら変化をつくりだす従業員を育成することで
事業構造の変革を可能にする

人的資本

1. 本質的な課題を設定し、役割・年代に関わらず取り組む
2. 自分が主体者となり、 部門やグループを超えて周囲を巻込み実行する
3. どんな事業・機能領域においても変化を成長のチャンスと捉えて挑戦する

職種・事業・技術領域を変化させながら経験を広げるローテーションや
専門性を深めながら経験を広げるローテーションを推進

人材の
トランスフォーメーション

事業の
トランスフォーメーション

コアコンピタンシー
（軸・拠り所）

経験の幅を広げる
多様なローテーション
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変化に適応できる人材の育成

「実践」と「学び」のスパイラルにより変化に適応できる
コアコンピタンシー（軸・拠り所）を持った従業員を育成

事業の
トランス

フォーメーション

人材の
トランス

フォーメーション

幅広い職場・職務・テーマの
ローテーション

富士フイルムグループの仕事の進め方
（STPD）・挑戦姿勢（＋STORY）

変化に適応できる
従業員が数多く育つことで
事業ポートフォリオを変革

富士フイルムグループの
行動の原理原則の学習

「学び」
多様な経験・経験の幅の広さ

「実践」

イノベーションを実現する
組織・文化の醸成

変化に適応できる
コアコンピタンシー
（軸・拠り所）の確立

根本的な素養の広がり：
あらゆる分野に対応できる仕事の幅

軸・拠り所

▍ 人材育成を通した事業変革のメカニズム

人的資本



FUJIFILM Holdings Corporation 21

共通の仕事の進め方：富士フイルムメソッド「STPD」

グループ共通の仕事の進め方である「See-Think-Plan-Do (STPD)」を実践
従業員一人ひとりが本質を捉え、課題の上位目的を明らかにする

See

Do

Plan

Think

See
1

2

3

4

5

6

7

情報の収集

収集情報の分析と課題発掘

目的・目標の設定

達成シナリオの策定

具体的な実施計画の立案

断行して、やり抜く

反省と総括（次へのフィードバック）

取り組むべき課題
（真の目的は）
（目標を再定義）

自分の課題
（与えられた情報）

何をする
(つもり)？

課題の背景
上位目的

▍ グループ共通の仕事の進め方「STPD」サイクル ▍ 課題の上位目的を的確に捉える課題形成力

腹に落ちた課題「本当にやる！」

人的資本
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「＋STORY（プラストーリー）」挑戦サイクル

従業員一人ひとりが変化を成長のチャンスととらえ、一つひとつの経験に意味付けをし、
次の成長を描く「＋STORY（プラストーリー）」挑戦サイクルを重視

会社からのサポート会社からのサポート

▍ ＋STORY（プラストーリー）による成長曲線

部下・上長による「＋STORY対話」を通して部下の価値観や考え方などを含む
人となりを理解した上で、経験に意味づけを行い、今後のストーリーを話し合う

人的資本
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DX推進のための共通指針「DXロードマップ」

グループ全体でDXを推進するための共通指針として「DXロードマップ」を策定
持続可能な社会を支える基盤として、より多くの製品・サービスを定着させることを目標とする

▍ 富士フイルムグループのDXロードマップ

DX
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富士フイルムグループの知的財産活動

IPランドスケープの策定や国際ルール策定への参画を通して得られた情報を
事業部や研究所と共有・活用することで当社の事業活動の一翼を担う

▍ 経営戦略と密接した知的財産活動

知的財産

知財部・事業部それぞれの部門長～担当者までが参加し議論する
定期的な「知財戦略協議」を15年以上継続



FUJIFILM Holdings Corporation 25

４．持続的成長を支えるガバナンスと
株主・投資家とのエンゲージメント
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持続的な成長を支えるガバナンス体制

当社の取締役会の役割を定め、取締役に求めるスキル項目を特定
取締役会ではサステナビリティやリスクマネジメントなど中長期の審議に特に注力する

▍ 当社取締役会の役割

経営の基本方針、戦略及び重要
な業務執行に係る事項の決定な
らびに業務執行の監督を行う

業務執行の方向性が社会の求める
中長期的な価値に合致していること
を担保する役割

技術・人材等のアセットを熟知し、
各事業に対する高い知見をもって
意思決定する役割

+

▍ 当社取締役会の審議

17%

16%

8%41%

18%

中長期戦略
ガバナンス・サステナビリティ
リスクマネジメント・内部統制
業務執行の決定
決算・業績関連

取締役会での
審議時間
（23年）

重点事業/関連
業界に関する
知見・専門性

グローバル
経営

財務・会計/
資本政策

イノベー
ション/技術

法務/リスク管理
/ガバナンス

人材戦略・
企業文化

サステナビ
リティ

当社取締役会の役割から取締役に求めるスキル項目を特定

2023年の見直し
で追加

中長期の
審議に注力
（4割超）
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役員報酬制度見直しによるさらなるインセンティブの発揮

取締役が株価の変動による利益・リスクを適切に株主と共有することで
中長期的な業績の向上と企業価値の向上に貢献

▍ 中期業績連動型株式報酬

財務KPI

連結営業利益

連結売上高

ROIC

非財務KPI

CO2排出量削減目標
（Scope1+2）

従業員
エンゲージメント

3,600億円

3兆4,500億円

5.8%

25%削減
（19年度比）

80%以上
（持続可能なエンゲージメント）

指標項目 26年度計画

2024年より新たに追加

▍ 当社の報酬制度

業績連動 業績非連動

短期業績
（現金報酬）

中期業績
（株式報酬）

譲渡制限付株式
（株式報酬）

固定報酬
（現金報酬）

社内取締役
（グローバル共通）

社外取締役 - -

2024年より新たに追加

2024年より株式報酬を社外取締役にも付与
中期業績連動型株式報酬の非財務指標として従業員エンゲージメントを追加
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株主・投資家とのエンゲージメントサイクル

国内・海外の大株主である機関投資家を中心に継続的に対話を実施
株主総会前以外にもIRイベントの開催や開示に関する意見交換などを通じて

年間を通して信頼関係の構築・維持に努めている

開示・対話の
サイクル

SR面談

経営への
活動報告

ESG説明会
統合報告書

2. 取締役会への報告
投資家からの意見を経営に役立てることに
より、本質的な企業価値と市場からの評価
の乖離を抑えることに努めている

1. 個別面談
株主総会前の3‐4月を中心に年間を
通じて国内・海外の機関投資家との
対話を実施

3. 統合報告書発行
公開後に統合報告書をベースとした機関投資家
との意見交換を行い、開示情報の更なる質向上
につなげる

4. ESG説明会の定期開催
当社のガバナンス及びサステナビリティに
関する取り組みを広く共有する場として、
特定のテーマを取り上げている
社外取締役も登壇

2019年2月：第1回 ESG説明会
2022年4月：第2回 環境戦略説明会
2023年3月：第3回 DX戦略説明会
2024年4月：第4回 人材戦略説明会
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5．中期経営計画 VISION2030で目指す姿
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さらなる事業構造の変革に向けたポートフォリオマネジメント

市場の魅力度と自社の収益性の2軸で各事業をポートフォリオ上で分類
「価値再構築事業」を中計期間を通して「基盤事業」へシフトさせる

新規／次世代事業 成長事業

基盤事業価値再構築事業

▍対象事業
• バイオCDMO・ライフサイエンス(細胞・遺伝子治療)
• 半導体材料(先端パッケージ材料)
• エレクトロニクス材料(マイクロOLED用材料, AR/VR用材料)

▍対象事業
• グラフィックコミュニケーション
• 医薬品

▍対象事業
• メディカルシステム
• バイオCDMO・ライフサイエンス(抗体医薬)
• 半導体材料
• ビジネスソリューション(DXソリューション)

▍対象事業
• ディスプレイ材料
• コンシューマーイメージング
• プロフェッショナルイメージング
• オフィスソリューション

価値再構築事業における戦略策定及び実行 ➡ 「基盤事業」へのシフト

▍ VISION2030における事業ポートフォリオマネジメント

自社の収益性 高低

市
場
の
魅
力
度(

成
長
性
な
ど)

高

上記施策でも改善が見込まれない場合は、整理・再編なども視野に入れた新たな戦略を検討・実行する

基盤事業へシフト戦略策定

 グラフィックコミュニケーション ：ビジネスイノベーションとの一体運営、刷版材料の無処理化推進によるシェアアップ、デジタル印刷の高速機領域への注力
 医薬品 ： 創薬から創薬支援へ、低分子医薬からバイオ医薬へ注力領域をシフト

▍今後の方針:課題への対処
事業戦略の再構築と施策実行

▍定義
新たな戦略の実行が必要とされる事業



FUJIFILM Holdings Corporation

2024年3月期 2025年3月期 2027年3月期 2031年3月期
(単位：億円) (2023年度) (2024年度) 対前年 (2026年度) (2030年度)

実績 通期予想 VISION2030 方向性

売上高 29,609 31,500 +6.4% 34,500 +5.2% 4兆円
100% 100% 100%

収益性 営業利益 2,767 3,150 +13.8% 3,600 +9.2% OPM15％以上
9.3% 10.0% 10.4%

3,173 3,300 +4.0% 3,600 +4.3%

10.7% 10.5% 10.4%

2,435 2,500 +2.7% 2,700 +3.5%

8.2% 7.9% 7.8%

EPS 202.29 207.63 224.24円

資本効率 ROE 8.2％ 7.8％ -0.4pt 8.1％ 10％以上
ROIC 5.6％ 5.4％ -0.2pt 5.8％ 9％以上
CCC 116日 115日 1日減 112日

株主還元 DPS 50円 60円 +10円 配当性向30％を目安

為替(期中平均) 米ドル(USD) 145円 148円 3円高 140円

ユーロ(EUR) 157円 162円 5円高 150円

当社株主帰属当期純利益

CAGR
(23年度→26年度)

税金等調整前当期純利益
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VISION2030 業績目標

2026年度までのバイオCDMO・半導体材料への積極投資の成果により
2030年度に営業利益率15%以上・ROE10%以上を目指す

▍ VISION2030 業績目標
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本資料における業績予想及び将来の予測等に関する記述は､現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり､潜在
的なリスクや不確実性が含まれております。従いまして､実際の業績は､様々な要因によりこれらの業績予想とは異なる
ことがありますことをご承知おきください。
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